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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(1）連結経営指標等      

売上高（百万円） 10,782 8,971 8,982 29,133 27,968 

経常損益（百万円） △231 △762 △329 485 △692 

中間（当期）純損益（百万円） △171 △521 △232 232 △2,701 

純資産額（百万円） 11,015 10,904 8,441 11,471 8,843 

総資産額（百万円） 29,402 26,607 25,023 26,914 25,647 

１株当たり純資産額（円） 1,430.84 1,416.59 1,097.13 1,490.26 1,148.98 

１株当たり中間（当期）純損益

（円） 
△22.30 △67.72 △30.22 30.15 △350.98 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 37.5 41.0 33.7 42.6 34.5 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円） 
1,764 △560 1,670 1,175 △814 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円） 
△263 △589 131 △333 △793 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円） 
△1,086 △987 △1,086 △237 △275 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
6,512 4,564 5,532 6,701 4,817 

従業員数（人） 437 429 411 427 427 

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（百万円） 10,385 8,829 8,798 28,202 27,404 

経常損益（百万円） △247 △751 △306 444 △685 

中間（当期）純損益（百万円） △179 △502 △222 212 △2,685 

資本金（百万円） 

（発行済株式総数）（千株） 

3,752 

(7,700) 

3,752 

(7,700) 

3,752 

(7,700) 

3,752 

(7,700) 

3,752 

(7,700) 

純資産額（百万円） 10,901 10,796 8,341 11,345 8,733 

総資産額（百万円） 29,173 26,404 24,850 26,628 25,329 

１株当たり純資産額（円） 1,415.98 1,402.60 1,084.10 1,473.87 1,134.69 

１株当たり中間（当期）純損益

（円） 
△23.31 △65.33 △28.96 27.61 △348.87 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 15.00 15.00 

 



 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益及び提出会社の潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．提出会社の従業員数には、各中間期末（期末）における臨時雇用者数を含んでおります。 

４．第29期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり現在特記すべき事項はありません。また、海上勤務

者（平成18年９月30日現在15人）のみ全日本海員組合に加入し、労使関係は円満に推移しております。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

自己資本比率（％） 37.4 40.9 33.6 42.6 34.5 

従業員数（人） 433 424 406 423 422 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 386 

その他の事業 5 

全社（共通） 20 

合計 411 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 406 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、輸出と好調な企業業績を背景にした民間設備投資等にけん引され、

景気は回復傾向が続きました。 

 このような状況の下で、当社グループ（当社及び連結子会社）は全社をあげて受注活動を展開してまいりまし 

た。その結果、当中間連結会計期間の売上高8,982百万円（前年同期比 0.1%増）、経常損益は329百万円の損失 

（前年同期は762百万円の損失）、中間純損益は232百万円の中間純損失（前年同期は521百万円の中間純損失）と 

なりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。（事業の種類別セグメントごとの業績については、

セグメント間の内部売上高又は振替高を含めて記載しています。） 

事業の種類別セグメント 

（建設事業） 

 建設事業におきましては、公共投資は引き続き減少基調にあり、競争の激化が一段と進展するなど、経営を取り

巻く環境は依然として厳しい状況で推移しました。 

 その結果、売上高は8,643百万円（前年同期比 0.1%増）、営業損益は66百万円の損失（前年同期は502百万円の

損失）となりました。 

 なお、建設事業の売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいた

め、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的

変動があります。 

（その他の事業） 

 その他の事業におきましては、建設用資機材の販売及び建設機械の賃貸等により、売上高1,154百万円（前年同

期比 0.6%増）、営業利益20百万円（前年同期比 44.4%減）となりました。 

 （注） 上記の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの「現金及び現金同等物」は、営業活動による収入等により前連結会計

年度末と比較し715百万円増加し、当中間連結会計期間末残高は5,532百万円（前年同期比 21.2%増）となりまし

た。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少及び未成工事受入金の増加等より、1,670百万円の収入

（前年同期は560百万円の支出）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは主に投資その他の資産の収入等により、131百万円の収入（前年同期は589

百万円の支出）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは主に借入金の返済等により、1,086百万円の資金減少（前年同期比 10.1%

増）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

(2）売上実績 

 （注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では建設事業以外は受注生産を行っておりません。 

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載

しておりません。 

３．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

 なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

(1）建設業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

 （注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増

減額を含みます。従って、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。 

２．期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３．期中施工高は、（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致します。 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

建設事業（百万円） 14,654（16.9％増）       13,739（ 6.2％減） 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

建設事業（百万円） 8,609（16.5％減）      8,643（ 0.4％増） 

その他の事業（百万円） 362（22.6％減）  338（ 6.4％減） 

合計（百万円） 8,971（16.8％減）      8,982（ 0.1％増） 

期別 工事別 
期首繰越工
事高 
（百万円） 

期中受注工
事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中完成工
事高 
（百万円） 

期末繰越工事高 
期中施工高
（百万円） 手持工事高

（百万円） 
うち施工高（百万円） 

前中間会計期間 

（自 平成17年 

４月１日 

至 平成17年 

９月30日） 

土木 12,475 14,123 26,598 8,635 17,963 29.7 5,330 11,006 

建築 164 543 708 0 707 12.7 90 90 

計 12,639 14,666 27,306 8,636 18,670 29.0 5,420 11,096 

当中間会計期間 

（自 平成18年 

４月１日 

至 平成18年 

９月30日） 

土木 12,480 13,739 26,220 8,565 17,655 22.8 4,023 10,988 

建築 489 － 489 78 411 32.3 133 208 

計 12,970 13,739 26,710 8,643 18,066 23.0 4,156 11,197 

前事業年度 

（自 平成17年 

４月１日 

至 平成18年 

３月31日） 

土木 12,475 26,594 39,069 26,589 12,480 12.8 1,600 25,229 

建築 164 734 899 409 489 0.6 2 412 

計 12,639 27,329 39,969 26,998 12,970 12.4 1,603 25,641 



② 受注工事高及び完成工事高について 

 当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間について

みても次のように変動しております。 

③ 完成工事高 

 （注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

 前中間会計期間の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なもの 

 当中間会計期間の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なもの 

期別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期 
(A) 

（百万円） 

上半期 
(B) 

（百万円） 

(B)／(A) 
％ 

１年通期 
(C) 

（百万円） 

上半期 
(D) 

（百万円） 

(D)／(C) 
％ 

第27期 32,609 18,342 56.2 36,305 11,757 32.4 

第28期 25,085 12,535 50.0 28,058 10,314 36.8 

第29期 27,329 14,666 53.7 26,998 8,636 32.0 

第30期 － 13,739 － － 8,643 － 

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

土木工事 5,409 3,226 8,635 

建築工事 － 0 0 

計 5,409 3,226 8,636 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

土木工事 6,184 2,380 8,565 

建築工事 － 78 78 

計 6,184 2,459 8,643 

発注者 工事名称 

国土交通省 つくば高架橋下部その１７工事 

国土交通省 熊本県（本港地区）航路（-7.5m）浚渫工事 

大阪湾広域臨海環境整備センター 大阪沖埋立処分場護岸築造工事（本体下部工その１２） 

東京都 平成16年度品川ふ頭岸壁（-10m）液状化対策工事 

関西国際空港㈱ Ｂ護岸等嵩上工事 

発注者 工事名称 

国土交通省 新若戸道路沈埋トンネル部トレンチ浚渫工事 

国土交通省 Ｈ１７霞ヶ浦浚渫工事 

国土交通省 宮古港竜神崎地区防波堤基礎改良工事 

都市再生機構 みなとみらい21中央地区地区街路2号線(C工区)道路整備工事 

大阪防衛施設局 舞鶴(16)北吸地区整備土木工事 



２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。 

④ 手持工事高（平成18年９月30日現在） 

 手持工事のうち請負金額５億円以上の主なもの 

⑤ 兼業事業の状況 

前中間会計期間  

国土交通省   961百万円（11.1％） 

㈱大阪湾広域臨海環境整備センター   865百万円（10.0％） 

当中間会計期間  

国土交通省 2,455百万円（28.4％） 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

土木工事 13,746 3,909 17,655 

建築工事 164 246 411 

計 13,910 4,155 18,066 

発注者 工事名称 完成予定年月 

国土交通省 博多港（アイランドシティ地区）岸壁（-15m）

（耐震）築造外１件工事（第2次） 

平成19年８月 

内閣府（沖縄総合事務局） 中城湾港土砂処分場C護岸築造工事 平成19年３月 

首都高速道路公団 ＳＪ４６工区（２－２）換気所（その２）工事 平成19年２月 

東日本高速道路㈱ 常磐自動車道野上工事 平成21年１月 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 東北幹、砂土路川B他 平成20年１月 

期別 種類 内訳 売上高（百万円） 主な内容 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

建設用資機材販売 販売等収入 187 資機材販売収入 

不動産事業 賃貸等収入 5 建物賃貸等収入 

損害保険代理店業 代理店収入 0 事務手数料 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

建設用資機材販売 販売等収入 146 資機材販売収入 

建設用資機材賃貸 賃貸等収入 2 資機材賃貸等収入 

不動産事業 賃貸等収入 5 建物賃貸等収入 

損害保険代理店業 代理店収入 0 事務手数料 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

建設用資機材販売 販売等収入 393 資機材販売収入 

不動産事業 賃貸等収入 10 建物賃貸等収入 

損害保険代理店業 代理店収入 1 事務手数料 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は、創業理念である「卓見と先進の技術開発」と品質ISO9000及び環境ISO14000の目標に従っ

て、平成18年度は『的を絞った技術開発投資を行い、地盤改良技術及び環境修復・改善技術を具体化し、受注活動へ

の積極的な参加を目指す。』として、以下の項目の技術開発と既存技術の改良及び応用を行っております。 

 ① 環境・改善技術開発、② 自社特化工法の展開を柱として、本部各部、各支店の協力体制のもと、公的研究機

関、大学、企業等とも広く共同開発を進めることで、効率よく成果をあげる体制を築き、より幅広い技術開発が推進

できるように努めています。 

 当中間連結会計期間における技術開発活動には約２２百万円（消費税等抜き）を投入いたしました。 

 （建設事業） 

 ① 環境・改善技術開発 

  ・環境に配慮した生分解性プラスチックボードドレーンであるラクトボード工法のモニタリングを定期的に行っ

   ています。また、室内促進試験も実施して、モニタリングとの比較及び生分解性の進捗を確認しています。 

  ・浚渫土の減容化及び有効利用を図るための造粒技術の研究開発を進めており、小型試験機による実験及びデー

   ター解析を行っています。 

  ・植生技術の新しい方式についての研究開発を着手し、簡易的な装置を使用して実験及びモニタリングを行って

   います。 

  ・二価鉄と腐食物質を組み合わせた磯焼け回復技術について、実証実験及びモニタリングを行っています。 

 ③ 自社特化工法の展開 

  ・矩形で施工可能な深層混合固化処理工法の開発に着手しています。 

  ・管中混合固化処理工法の技術マニュアルを作成しています。 

  ・自社既存技術の多目的化、高能率化及び低コスト化について研究を行っています。 

 （その他の事業） 

 研究開発活動は特段行われておりません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

（提出会社及び国内子会社） 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（建設事業及びその他の事業） 

 当中間連結会計期間において前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,700,000 7,700,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 7,700,000 7,700,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
－ 7,700,000 － 3,752 － 2,358 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

青木あすなろ建設株式会社 東京都港区芝２丁目14番５号 1,837 23.86 

国土総合建設従業員持株会 東京都港区海岸３丁目８番15号国総芝浦ビル 371 4.82 

増岡 昭男 埼玉県飯能市 274 3.56 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 264 3.43 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 264 3.43 

エスアイエス セガ インターセト

ル エージー 

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行） 

BASLERSTRASSE 100,CH-4600 OLTEN SWITZERLZND 

 （東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 
219 2.84 

メロン バンク エービーエヌ アム

ロ グローバル カストディ 2 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 

 （東京都中央区日本橋３丁目１１番１号） 
206 2.68 

ジェイムス マッギニス 東京都品川区 137 1.78 

ソシエテ ジエネラル エヌアール

エイ エヌオー デイテイテイ 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店） 

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD HAUSSMANN PARIS-

FRANCE 

 （東京都中央区日本橋３丁目１１番１号） 

135 1.75 

 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社東京都民銀行 東京都港区六本木２丁目３番11号 132 1.71 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 132 1.71 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４番１号 132 1.71 

計 － 4,103 53.29 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     5,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,680,000   7,680 － 

単元未満株式 普通株式    15,000 － － 

発行済株式総数 7,700,000 － － 

総株主の議決権 － 7,680 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

国土総合建設株式

会社 

東京都港区海岸三

丁目８番15号 
5,000 － 5,000 0.06 

計 － 5,000 － 5,000 0.06 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 638 595 543 530 495 495 

最低（円） 546 490 475 475 473 465 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついてはみすず監査法人並びに有楽町公認会計士共同事務所 公認会計士 朝倉敏守氏により中間監査を受けておりま

す。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金   4,564   5,532   4,817  

受取手形・完成工
事未収入金等 

※１  5,768   5,982   10,045  

未成工事支出金   4,989   3,901   1,594  

その他たな卸資産 ※２  484   613   372  

繰延税金資産   340   521   315  

短期貸付金   200   80   200  

立替金   773   1,162   1,230  

その他   424   1,031   255  

貸倒引当金   △23   △17   △35  

流動資産合計   17,521 65.9  18,807 75.2  18,796 73.3 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

建物・構築物  1,360   1,004   1,004   

機械・運搬具・
工具器具備品 

※３ 9,108   9,359   9,114   

土地 ※４ 2,955   1,343   1,343   

建設仮勘定  503   160   434   

減価償却累計額  △8,112 5,815  △8,327 3,539  △8,147 3,750  

２．無形固定資産   33   31   30  

３．投資その他の資産           

投資有価証券  1,711   1,573   1,683   

長期貸付金  55   44   51   

破産債権、更生
債権等  125   117   117   

繰延税金資産  552   301   357   

その他 ※５ 1,007   817   1,067   

貸倒引当金  △216 3,237  △207 2,645  △207 3,069  

固定資産合計   9,085 34.1  6,216 24.8  6,850 26.7 

資産合計   26,607 100.0  25,023 100.0  25,647 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形・工事未
払金等 

※６  6,605   7,353   8,336  

短期借入金 ※７  3,005   2,797   3,232  

未払法人税等   37   49   37  

未成工事受入金   3,011   3,199   1,692  

完成工事補償引当
金   1   2   2  

工事損失引当金   63   48   72  

賞与引当金   147   114   103  

その他   464   805   398  

流動負債合計   13,338 50.1  14,370 57.4  13,876 54.1 

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※８  1,038   988   1,524  

退職給付引当金   1,188   1,143   1,248  

役員退職慰労引当
金   111   －   124  

特別修繕引当金   24   13   29  

その他   0   65   0  

固定負債合計   2,363 8.9  2,211 8.9  2,926 11.4 

負債合計   15,702 59.0  16,582 66.3  16,803 65.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,752 14.1  － －  3,752 14.6 

Ⅱ 資本剰余金   2,358 8.9  － －  2,358 9.2 

Ⅲ 利益剰余金   4,615 17.3  － －  2,435 9.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   178 0.7  － －  298 1.2 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0  － －  △1 △0.0 

資本合計   10,904 41.0  － －  8,843 34.5 

負債資本合計   26,607 100.0  － －  25,647 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金   － －  3,752 15.0  － － 

 ２ 資本剰余金   － －  2,358 9.4  － － 

 ３ 利益剰余金   － －  2,087 8.3  － － 

 ４ 自己株式   － －  △2 △0.0  － － 

  株主資本合計   － －  8,195 32.7  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

   その他有価証券評 
   価差額金   － －  246 1.0  － － 

  評価・換算差額等合 
  計   － －  246 1.0  － － 

  純資産合計   － －  8,441 33.7  － － 

  負債純資産合計   － －  25,023 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   8,971 100.0  8,982 100.0  27,968 100.0 

Ⅱ 売上原価   8,264 92.1  8,229 91.6  25,726 92.0 

売上総利益   707 7.9  752 8.4  2,242 8.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,445 16.1  1,069 11.9  2,898 10.4 

営業損失   738 8.2  316 3.5  656 2.4 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  17   8   28   

受取配当金  15   17   16   

保険解約益  －   －   9   

受取保険金  －   17   －   

その他  8 41 0.4 6 49 0.5 17 72 0.3 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  34   34   65   

支払保証料  6   9   13   

保険解約損  －   14   －   

その他  24 66 0.7 3 62 0.7 29 108 0.4 

経常損失   762 8.5  329 3.7  692 2.5 

Ⅵ 特別利益           

固定資産売却益 ※２ －   －   6   

投資有価証券売却
益  1   －   1   

貸倒引当金戻入額  12   18   2   

特別修繕引当金戻
入額  － 14 0.2 3 21 0.2 － 10 0.0

Ⅶ 特別損失           

貸倒引当金繰入額  1   －   －   

投資有価証券売却
損  －   －   14   

投資有価証券評価
損  0   20   0   

販売用不動産評価
損  －   －   86   

減損損失 ※３ 5   －   1,972   

貸倒損失  －   －   1   

固定資産除売却損 ※４ 1 8 0.1 1 22 0.2 16 2,092 7.5 

税金等調整前中間
（当期）純損失   756 8.4  330 3.7  2,773 10.0 

法人税、住民税及
び事業税  28   15   53   

法人税等調整額  △263 △235 △2.6 △113 △97 △1.1 △125 △72 △0.3 

中間（当期）純損
失   521 5.8  232 2.6  2,701 9.7 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

     （中間連結剰余金計算書） 

       （中間連結株主資本等変動計算書） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日）  

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,358  2,358 

Ⅱ 資本剰余金中間期末 

（期末）残高 
  2,358  2,358 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   5,252  5,252 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．中間（当期）純損失  521  2,701  

２．配当金  115 636 115 2,817 

Ⅲ 利益剰余金中間期末 

（期末）残高 
  4,615  2,435 

      

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 (百万円) 3,752 2,358 2,435 △1 8,544 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △115   △115 

中間純損失     △232   △232 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △347 △1 △349 

平成18年９月30日 残高 (百万円) 3,752 2,358 2,087 △2 8,195 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 (百万円) 298 298 8,843 

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）     △115 

中間純損失     △232 

自己株式の取得     △1 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△52 △52 △52 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△52 △52 △401 

平成18年９月30日 残高 (百万円) 246 246 8,441 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・

フロー 
    

税金等調整前中間 

（当期）純損失 
 △756 △330 △2,773 

減価償却費  226 211 483 

減損損失  5 － 1,972 

貸倒引当金の増加・減少

（△）額 
 △11 △18 △2 

完成工事補償引当金の増

加・減少（△）額 
 △0 △0 0 

工事損失引当金の増加・

減少（△）額 
 63 △24 72 

賞与引当金の増加・減少

（△）額 
 44 11 △0 

退職給付引当金の増加・

減少（△）額 
 19 △78 79 

役員退職慰労引当金の増

加・減少（△）額 
 △21 △124 △8 

特別修繕引当金の増加・

減少（△）額 
 △3 △16 2 

投資有価証券売却損・益

（△） 
 △1 － 13 

投資有価証券評価損  0 20 0 

販売用不動産評価損  － － 86 

貸倒損失  － － 1 

受取利息及び受取配当金  △32 △25 △44 

支払利息  34 34 65 

固定資産除売却損・益

（△） 
 1 1 10 

売上債権の減少・増加

（△）額 
 1,627 4,062 △2,648 

未成工事支出金の減少・

増加（△）額 
 △2,261 △2,306 1,133 

たな卸資産の減少・増加

（△）額 
 △18 2 6 

立替金の減少・増加

（△）額 
 △138 67 △594 

流動資産その他の減少・

増加（△）額 
 △134 △574 81 

仕入債務の増加・減少

（△）額 
 △52 △983 1,678 

未払消費税等の増加・減

少（△）額 
 △95 △325 31 

未成工事受入金の増加・

減少（△）額 
 1,376 1,506 57 

流動負債その他の増加・

減少（△）額 
 △141 503 △130 

固定負債その他の増加・

減少（△）額 
 － 65 △0 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

破産債権、更生債権等の

減少・増加（△）額 
 △1 0 0 

小計  △271 1,683 △429 

利息及び配当金の受取額  31 25 42 

利息の支払額  △32 △34 △67 

法人税等の支払額  △287 △3 △359 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
 △560 1,670 △814 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・

フロー 
    

有形固定資産の取得によ

る支出 
 △318 △238 △491 

有形固定資産の売却によ

る収入 
 － 0 13 

無形固定資産の取得によ

る支出 
 △0 △3 △2 

長期前払費用の増加  － － △14 

投資有価証券の取得によ

る支出 
 △374 － △574 

投資有価証券の売却によ

る収入 
 317 － 534 

貸付による支出  △200 － △200 

貸付金の回収による収入  4 127 8 

投資その他の資産その他

による支出 
 △47 △5 △162 

投資その他の資産その他

による収入 
 28 252 94 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
 △589 131 △793 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・

フロー 
    

短期借入金純増加・減少

（△）額 
 △100 △300 － 

長期借入れによる収入  － － 1,400 

長期借入金の返済による

支出 
 △772 △670 △1,559 

自己株式の取得による支

出 
 － △1 △0 

配当金の支払額  △114 △114 △115 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
 △987 △1,086 △275 

Ⅳ   現金及び現金同等物の増

加・減少（△）額 
 △2,137 715 △1,883 

Ⅴ  現金及び現金同等物期首残

高 
 6,701 4,817 6,701 

Ⅵ  現金及び現金同等物中間期

末（期末）残高 
 4,564 5,532 4,817 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社は㈱イワクラ商事１

社であります。 

 非連結子会社はありません。 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社はあ

りません。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は中間

連結財務諸表提出会社と同一であ

ります。 

同左   連結子会社の決算日は、連結財 

 務諸表提出会社と同一でありま 

 す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

しております。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

 たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

 未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

未成工事支出金 

同左 

 材料貯蔵品 

移動平均法による原価法 

材料貯蔵品 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

同左 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

同左 

 その他 

定率法 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

その他 

同左 

その他 

同左 

 無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法 

と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、ソフトウェア（自

社利用）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 長期前払費用 

均等償却 

長期前払費用 

同左 

長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率に基づき、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用 

に備えるため、当中間連結会計期 

間末に至る１年間の完成工事高に 

対して実績による補償費の発生割 

合を乗じて将来の見積補償額を計 

上しております。 

完成工事補償引当金 

同左 

  

  

  

  

  

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当連結会計期間の

完成工事高に対して実績による補

償費の発生割合を乗じて将来の見

積補償額を計上しております。 

  

 工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間連結会計期間末

手持工事のうち損失の発生が見込

まれ、かつ、その金額を合理的に

見積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。 

 （追加情報） 

 手持工事のうち当中間連結会計

期間末において、新たに損失の発

生が見込まれる工事が発生したた

め、損失見込額を工事損失引当金

として計上しております。 

 この結果、当中間連結会計期間

における営業損失、経常損失及び

税金等調整前中間純損失がそれぞ

れ63百万円増加しております。 

工事損失引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

 ――――― 

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当連結会計年度末手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見

積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。 

 （追加情報） 

 手持工事のうち当連結会計年度

末において、新たに損失の発生が

見込まれる工事が発生したため、

損失見込額を工事損失引当金とし

て計上しております。 

 この結果、当連結会計期間にお

ける営業損失、経常損失及び税金

等調整前当期純損失がそれぞれ72

百万円増加しております。 

 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することと

しております。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することと

しております。 

 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

て内規に基づく中間連結会計期間

末要支給額を計上しております。 

――――― 

 （追加情報） 

 当社グループは、定時株主総会

において役員退職慰労金制度の廃

止並びに退職慰労金の打ち切り支

給案が承認されました。これに伴

い、当中間連結会計期間に役員退

職慰労引当金を全額取り崩してお

ります。なお、打ち切り支給額の

未払額は固定負債の「その他」に

計上しております。 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

て内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 特別修繕引当金 

 船舶の定期検査費用の支出に備

えるため、修繕見積額に基づき計

上しております。 

特別修繕引当金 

同左 

特別修繕引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5)重要なヘッジ会計の処理

方法 

①ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理に 

 よっております。特例処理の要 

 件を満たす金利スワップは特例 

 処理によっております。    

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（金利スワッ 

 プ） 

 ヘッジ対象 

  相場変動等による損失の可能 

 性がある資産又は負債のうち、 

 相場変動等が評価に反映されて 

 いないもの及びキャッシュ・フ 

 ローが固定されその変動が回避 

 されるもの。 

③ヘッジ方針 

  主に当社の内規である「デリ 

 バティブ取扱規程」に基づき、 

 金利変動リスクをヘッジしてお 

 ります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキ 

 ャッシュ・フロー変動の累計と 

 ヘッジ手段の相場変動又はキャ 

 ッシュ・フロー変動の累計を比 

 較し、その変動額の比率によっ 

 て有効性を評価しております。 

  ただし、特例処理によってい 

 る金利スワップについては、有 

 効性の評価を省略しておりま 

 す。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

       同左 

  

 ヘッジ対象 

       同左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

       同左 

  

 ヘッジ対象 

       同左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

長期請負工事の収益計上処理 

 完成工事高の計上基準は原則と

して工事完成基準によっておりま

すが、長期大型（工期１年以上、

請負金額１億円以上）の工事につ

いては工事進行基準によっており

ます。 

長期請負工事の収益計上処理 

同左 

長期請負工事の収益計上処理 

同左 

  なお、工事進行基準によった完

成工事高は、2,442百万円でありま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、3,894百万円でありま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、4,766百万円でありま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （会計処理の変更） 

  従来、「工期が１年以上かつ請 

 負金額が５億円以上」の工事につ 

 いて工事進行基準を適用しており 

 ましたが、当中間連結会計期間に 

 おける新規受注工事より「工期が 

 １年以上かつ請負金額が１億円以 

 上」の工事に適用範囲を変更いた 

 しました。この変更は近時の経済 

 環境の変化に伴い受注工事の請負 

 金額が従来に比べ小型化してお 

 り、今後もその傾向が続くと見込 

 まれることから、期間損益計算の 

 更なる適正化を図るために行った 

 ものであります。 

  この結果、従来の方法によった 

 場合と比較して、完成工事高は 

 279百万円増加し、売上総利益は 

 20百万円増加し、営業損失、経常 

 損失及び税金等調整前中間純損失 

 はそれぞれ20百万円減少しており 

 ます。なお、セグメント情報に与 

 える影響については当該箇所に記 

 載しております。 

――――― （会計処理の変更） 

  従来、「工期が１年以上かつ請 

 負金額が５億円以上」の工事につ 

 いて工事進行基準を適用しており 

 ましたが、当連結会計年度におけ

る新規受注工事より「工期が１年

以上かつ請負金額が１億円以上」

の工事に適用範囲を変更いたしま

した。この変更は近時の経済環境

の変化に伴い受注工事の請負金額

が従来に比べ小型化しており、今

後もその傾向が続くと見込まれる

ことから、期間損益計算の更なる

適正化を図るために行ったもので

あります。 

  この結果、従来の方法によった 

 場合と比較して、完成工事高は 

 538百万円増加し、売上総利益は 

 13百万円増加し、営業損失、経常 

 損失及び税金等調整前当期純損失 

 はそれぞれ13百万円減少しており 

 ます。なお、セグメント情報に与 

 える影響については当該箇所に記 

 載しております。 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） ―――――  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金等調整

前中間純損失は、5百万円増加しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。この変更は、同会計基準及

び同適用指針が当連結会計年度より適用され

ることになったことに伴うものであり、これ

により税金等調整前当期純損失は、1,972百万

円増加しております。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

――――― 

  当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は8,441百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．※２、※３、※４、※５、※７、※８ 

  

担保提供資産（担保に供されている資

産） 

 下記の資産は、短期借入金687百万円

（長期借入金よりの振替分を含む）及び長

期借入金733百万円の担保に供しておりま

す。 

１．※２、※３、※４、※５、※７、※８ 

  

担保提供資産（担保に供されている資

産） 

 下記の資産は、短期借入金733百万円

（長期借入金よりの振替分を含む）及び長

期借入金725百万円の担保に供しておりま

す。 

１．※２、※３、※４、※５、※７、※８ 

  

担保提供資産（担保に供されている資

産） 

 下記の資産は、短期借入金767百万円

（長期借入金よりの振替分を含む）及び長

期借入金1,075百万円の担保に供しており

ます。 

その他たな卸資産 134百万円 

機械・運搬具・工具器具備品 106百万円 

土地 1,621 

計 1,862 

その他たな卸資産 54百万円

機械・運搬具・工具器具備品 109百万円

土地 607 

計 771 

その他たな卸資産 54百万円

機械・運搬具・工具器具備品 96 

土地 607 

計 758 

 上記の他、工事履行保証保険に係る担保

として、投資その他の資産その他（積立火

災保険、積立労災総合保険）542百万円を

保証人である保険会社の質権設定に供して

おります。 

 上記の他、工事履行保証保険に係る担保

として、投資その他の資産その他（積立火

災保険、積立労災総合保険）301百万円を

保証人である保険会社の質権設定に供して

おります。 

 上記の他、工事履行保証保険に係る担保

として、投資その他の資産その他（積立火

災保険、積立労災総合保険）499百万円を

保証人である保険会社の質権設定に供して

おります。 

２．保証債務 

 連結会社以外の会社等の金融機関等から

の借入金に対して次のとおり保証を行って

おります。 

２．保証債務 

同左 

２．保証債務 

 同左 

 当社負担割合 保証総額 

全国漁港・漁 
村振興漁業協 
同組合連合会 

  

    205百万円

  

  

1,026百万円

  

計 205 1,026 

 当社負担割合 保証総額 

全国漁港・漁
村振興漁業協 
同組合連合会 

   172百万円

  

864百万円

  

計 172 864 

 当社負担割合 保証総額 

全国漁港・漁
村振興漁業協 
同組合連合会 

  

   172百万円

  

  

 864百万円

  

計 172 864 

――――― ３．受取手形裏書譲渡高     22百万円 ３．受取手形裏書譲渡高      61百万円 

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しております。 

 当中間連結会計期間末における当座貸越

契約及び貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。 

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行６行と当座貸越契約を締結し

ております。 

 当中間連結会計期間末における当座貸越

契約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。 

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しております。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約

及び貸出コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

2,700百万円 

借入実行残高 1,200 

差引額 1,500 

当座貸越極度額の総額 2,600百万円

借入実行残高 1,250 

差引額 1,350 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

2,700百万円

借入実行残高 1,200 

差引額 1,500 

―――――  ５．※１、※６ 

  中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決済

処理しております。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の満期手形が

中間連結会計期間末日残高に含まれており

ます。 

 受取手形    23百万円 

 支払手形     380百万円 

――――― 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．※１ このうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

１．※１ このうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

１．※１ このうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

従業員給与手当 644百万円 

賞与引当金繰入額 65 

退職給付費用 60 

減価償却費 10 

従業員給与手当 454百万円 

賞与引当金繰入額 49 

退職給付費用 34 

減価償却費 9 

従業員給与手当 1,348百万円 

賞与引当金繰入額 45 

退職給付費用 117 

減価償却費 21 

───── ───── ２．※２ 固定資産売却益の内訳は次のとお

りであります。 

  機械・運搬具・工具

器具備品 
6百万円 

計 6 

３．※４ 固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。 

３．※４ 固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。 

３．※４ 固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。 

建物・構築物 0百万円 

機械・運搬具・工具

器具備品 
0 

計 1 

建物・構築物 0百万円 

機械・運搬具・工具

器具備品 
1 

計 1 

建物・構築物 0百万円 

機械・運搬具・工具

器具備品 
13 

建設仮勘定 1 

計 16 

───── ───── ４．※３ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループ 

  は以下の資産グループについて減損損失を 

  計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

 東京都 

（本社） 
 共用資産 

 土地及び

建物 
699

 神奈川県 

（東京支店）
 共用資産  建物 131

 千葉県 

(地盤改良事業) 

 事業用資

産 

 土地及び

建物 
1,033

 千葉県 

(地盤改良事業) 
 遊休資産  機械装置 5

 茨城県 

（東京支店）
 共用資産 

 土地及び

建物 
21

 大阪府 

（大阪支店）
 共用資産 

 土地及び

建物 
52

 福岡県 

（九州支店）
 共用資産 

 土地及び

建物 
29

    当社グループは、継続的に収支の把握を

行っている管理会計上の区分（全社・支

店、事業及びその他）を単位として、遊休

資産は個別の物件ごとに、共用資産は全

社、支店及び事業ごとにグルーピングして

おります。グルーピングの単位である支

店、事業及びその他においては、減損の兆

候がありませんでしたが、共用資産である

本社及び事業用資産である千葉県の作業基

地における地価が大幅に下落し、本社を含

むより大きな単位では、下記の資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（1,972百万円）として特別

損失に計上しました。 

 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,560株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２．配当に関する事項 

    配当金支払額 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

    この減損損失は下期に計上しましたが、

政府建設投資の減少傾向は今後も続くと予

想され、更には入札制度の改革により企業

間競争の高まりなど当下期に当社グループ

を取り巻く環境が変化する中で、当連結会

計年度末において、通期の業績悪化を受

け、将来キャッシュ・フローが固定資産の

簿価を下回ることになったため、減損損失

を計上したものです。 

 その内訳は、本社699百万円（内、土地

547百万円、建物152百万円）、地盤改良事

業1,038百万円（内、土地1,013百万円、建

物19百万円、機械装置5百万円）、東京支

店152百万円（内、土地2百万円、建物150

百万円）、大阪支店52百万円（内、土地42

百万円、建物10百万円）、九州支店29百万

円（内、土地6百万円、建物22百万円）で

あります。 

  なお、当該資産グループの回収可能価

額は、正味売却価額と使用価値のいずれか

高い価額を使用しております。また、正味

売却価額は、帳簿価額に重要性のあるもの

については不動産鑑定評価額を使用し、使

用価値は、将来キャッシュ・フローを4.0%

で割引いて算定しております。 

５．当社グループの売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半期に完成す

る工事の割合が大きいため、連結会計年度

の上半期の売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。 

５．       同左 ────── 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 7,700,000 － － 7,700,000 

合計 7,700,000 － － 7,700,000 

自己株式     

普通株式 3,013 2,560 － 5,573 

合計 3,013 2,560 － 5,573 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 115 15 平成18年３月31日 平成18年６月29日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金預金勘定 4,564百万円 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 4,564 

現金預金勘定 5,532百万円 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 5,532 

現金預金勘定 4,817百万円 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 4,817 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械・
運搬
具・工
具器具
備品 

78 41 37 

合計 78 41 37 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械・
運搬
具・工
具器具
備品 

37 10 27 

合計 37 10 27 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械・
運搬
具・工
具器具
備品 

78 56 22 

合計 78 56 22 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 34百万円 

１年超 3 

合計 37 

１年内 13百万円 

１年超 13 

合計 27 

１年内 15百万円 

１年超 6 

合計 22 

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 22百万円

減価償却費相当

額 
21 

支払利息相当額 0 

支払リース料 15百万円

減価償却費相当

額 
15 

支払利息相当額 0 

支払リース料 43百万円

減価償却費相当

額 
43 

支払利息相当額 0 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分は、利息法

によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 ６．減損損失について 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

６．減損損失について 

同左 

６．減損損失について 

同左 



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び（中間）連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

  取引の時価等に関する事項 

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円）

時価 
（百万円）

差額 
（百万円）

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

(1）国債・地方債等 9 10 0 9 10 0 9 10 0 

(2）社債 － － － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － － 

合計 9 10 0 9 10 0 9 10 0 

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

(1）株式 213  527 313 213  634 420 213  717 503 

(2）債券          

国債・地方債等 － － － － － － － － － 

社債 － － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － － 

(3）その他 458  446 △12 228  223 △5 228  228 △0 

合計 672 973 301 442 857 414 442 945 503 

 
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年３月31日） 

その他有価証券    

非上場株式（百万円） 728 706 727  

前中間連結会計期間 （自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、 

当中間連結会計期間 （自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）及び 

前連結会計年度   （自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

(1）前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

(2）当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

(3）前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

その他の事業：不動産の販売、建設用資機材の販売及び賃貸、損害保険代理店業 

 
建設事業 

（百万円） 

その他の事業 

（百万円） 
計（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 8,609 362 8,971 － 8,971 

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
26 784 811 (811)  － 

計 8,636 1,147 9,783 (811) 8,971 

営業費用 9,139 1,111 10,250 (540) 9,709 

営業利益又は営業損失 △502 36 △466 (271) △738 

 
建設事業 

（百万円） 

その他の事業 

（百万円） 
計（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 8,643 338 8,982 － 8,982 

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
－ 815 815 (815) － 

計 8,643 1,154 9,798 (815) 8,982 

営業費用 8,710 1,134 9,845 (545) 9,299 

営業利益又は営業損失 △66 20 △46 (269) △316 

 
建設事業 

（百万円） 

その他の事業 

（百万円） 
計（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 26,963 1,005 27,968 － 27,968 

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
35 1,747 1,783 (1,783) － 

計 26,998 2,753 29,752 (1,783) 27,968 

営業費用 27,169 2,681 29,851 (1,226) 28,624 

営業利益又は営業損失 △171 72 △99 (556) △656 



    ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

    ３．会計処理基準等の変更 

      前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

        （進行基準適用範囲の変更） 

         中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、従来、工期が１年以上かつ請負金額が５億円以上の 

        工事について工事進行基準を適用しておりましたが、当中間連結会計期間における新規受注工事より、工期が１年以上かつ請 

        負金額が１億円以上の工事に適用範囲を変更いたしました。 

         この結果、従来の方法によった場合と比較して、建設事業で売上高が279百万円増加し、営業損失が20百万円減少しておりま

        す。 

        （工事損失引当金） 

         中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当中間連結会計期間末にお

        いて、新たに損失の発生が見込まれる工事が発生したため、損失見込額を工事損失引当金として計上いたしました。 

         この結果、建設事業において営業費用が63百万円、営業損失が同額増加しております。 

      前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

        （進行基準適用範囲の変更） 

          連結財務諸表作成のための基本となる事項に記載のとおり、当連結会計年度より、工事進行基準の適用範囲を変更してお 

        ります。この結果、建設事業における売上高が538百万円増加しており、営業利益は、13百万円増加しております。 

        （工事損失引当金） 

          連結財務諸表作成のための基本となる事項の「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より、当連結会計年度末手持 

        工事のうち損失の発生が見込まれる工事について工事損失引当金を計上しております。 

         この結果、建設事業における営業費用が72百万円増加し、営業利益が72百万円減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月

30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 在外連結子会社がないため、記載しておりません。 

【海外売上高】 

  前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９

月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10%未満のため、中間連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意5）及び連結財務諸表規則様式第三号

（記載上の注意5）に基づき、海外売上高の記載をそれぞれ省略しております。 

 
前中間連結会計期間 

（百万円） 

当中間連結会計期間 

（百万円） 

前連結会計年度 

（百万円） 
主な内容 

 消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
270 265 561 

提出会社本社の総務部等管

理部門に係る費用 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純損益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,416.59円 

１株当たり中間純損失 67.72円 

１株当たり純資産額 1,097.13円

１株当たり中間純損失 30.22円

１株当たり純資産額 1,148.98円

１株当たり当期純損失 350.98円

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、１株当たり中間純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純損失 （百万円） 521 232 2,701 

普通株主に帰属しな  （百万円） 

い金額 
－ － － 

普通株式に係る当期  （百万円） 

純損失 
－ － 2,701 

普通株式に係る中間 （百万円） 

純損失 
521 232 － 

期中平均株式数    （株） 7,697,827 7,695,497 7,697,647 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金  4,529   5,491   4,699   

受取手形 ※１ 770   639   1,132   

完成工事未収入金  4,896   5,304   8,801   

兼業事業未収入金  22   37   59   

販売用不動産 ※２ 206   120   120   

未成工事支出金  4,997   3,906   1,594   

材料貯蔵品  236   451   211   

繰延税金資産  338   513   315   

立替金  773   1,162   1,229   

その他 ※３ 672   1,132   473   

貸倒引当金  △22   △16   △33   

流動資産合計   17,421 66.0  18,742 75.4  18,604 73.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※４          

機械装置 ※５ 965   1,050   940   

船舶  409   362   374   

土地 ※６ 2,955   1,343   1,343   

その他  1,258 5,589  626 3,382  911 3,569  

２．無形固定資産   32   30   30  

３．投資その他の資産           

投資有価証券  1,711   1,573   1,683   

繰延税金資産  548   295   352   

その他 ※７ 1,297   1,013   1,276   

貸倒引当金  △197 3,360  △188 2,695  △188 3,124  

固定資産合計   8,982 34.0  6,108 24.6  6,724 26.5 

資産合計   26,404 100.0  24,850 100.0  25,329 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※８ 2,554   3,068   3,663   

工事未払金  3,973   4,281   4,585   

短期借入金 ※９ 3,005   2,747   3,132   

未払法人税等  34   48   34   

未成工事受入金  3,011   3,199   1,692   

完成工事補償引当
金  1   2   2   

工事損失引当金  63   48   72   

賞与引当金  146   113   101   

その他  464   800   396   

流動負債合計   13,255 50.2  14,311 57.6  13,682 54.0 

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※10 1,038   988   1,524   

退職給付引当金  1,186   1,139   1,245   

役員退職慰労引当
金  101   －   113   

特別修繕引当金  24   13   29   

その他  0   55   0   

固定負債合計   2,351 8.9  2,197 8.8  2,913 11.5 

負債合計   15,607 59.1  16,509 66.4  16,595 65.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,752 14.2  － －  3,752 14.8 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  2,358   －   2,358   

資本剰余金合計   2,358 8.9  － －  2,358 9.3 

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金  167   －   167   

任意積立金  4,090   －   4,090   

中間未処分利益  251   －   －   

当期未処理損失  －   －   1,931   

利益剰余金合計   4,508 17.1  － －  2,325 9.2 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   178 0.7  － －  298 1.2 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0  － －  △1 △0.0 

資本合計   10,796 40.9  － －  8,733 34.5 

負債資本合計   26,404 100.0  － －  25,329 100.0 

 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

   資本金   － －  3,752 15.1  － － 

   資本剰余金           

   資本準備金  －   2,358   －   

資本剰余金合計   － －  2,358 9.5  － － 

   利益剰余金           

   利益準備金  －   167   －   

   その他利益剰 
      余金           

   別途積立金  －   1,990   －   

   繰越利益剰余 
   金  －   △169   －   

利益剰余金合計   － －  1,987 8.0  － － 

   自己株式   － －  △2 △0.0  － － 

    株主資本合計   － －  8,095 32.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

   その他有価証券評 
 価差額金   － －  246 1.0  － － 

  評価・換算差額等合 
  計   － －  246 1.0  － － 

  純資産合計   － －  8,341 33.6  － － 

  負債純資産合計   － －  24,850 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

完成工事高  8,636   8,643   26,998   

兼業事業売上高  193   155   405   

売上高計   8,829 100.0  8,798 100.0  27,404 100.0 

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価  8,013   7,952   24,927   

兼業事業売上原価  148   117   325   

売上原価計   8,161 92.4  8,069 91.7  25,253 92.2 

売上総利益           

完成工事総利益  622   691   2,070   

兼業事業総利益  44   37   79   

売上総利益計   667 7.6  729 8.3  2,150 7.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,396 15.8  1,023 11.6  2,803 10.2 

営業損失   728 8.2  294 3.3  653 2.4 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  3   2   8   

有価証券利息  14   5   23   

受取配当金  15   16   16   

その他  8   25   27   

営業外収益計   43 0.4  50 0.6  75 0.3 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  34   34   65   

その他  31   27   42   

営業外費用計   66 0.7  61 0.7  108 0.4 

経常損失   751 8.5  306 3.4  685 2.5 

Ⅵ 特別利益 ※１  13 0.2  20 0.2  9 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※２  8 0.1  22 0.3  2,092 7.6 

税引前中間（当
期）純損失   746 8.4  308 3.5  2,768 10.1 

法人税、住民税及
び事業税  19   19   43   

法人税等調整額  △263 △244 △2.7 △104 △85 △1.0 △127 △83 △0.3 

中間（当期）純損
失   502 5.7  222 2.5  2,685 9.8 

前期繰越利益   753   －   753  

中間（当期）未処
分利益   251   －   －  

中間（当期）未処
理損失   －   －   1,931  

           



   ③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,752 2,358 2,358 167 4,090 △1,931 2,325 △1 8,434 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）           △115 △115   △115 

中間純損失           △222 △222   △222 

自己株式の取得               △1 △1 

別途積立金の取崩し （注）         △2,100 2,100 －   － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                  

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △2,100 1,761 △338 △1 △339 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,752 2,358 2,358 167 1,990 △169 1,987 △2 8,095 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
298 298 8,733 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）     △115 

中間純損失     △222 

自己株式の取得     △1 

別途積立金の取崩し（注）     － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△52 △52 △52 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△52 △52 △392 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
246 246 8,341 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

 子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

 (2）たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

(2）たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

 未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

未成工事支出金 

同左 

 材料貯蔵品 

移動平均法による原価法 

材料貯蔵品 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

同左 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

同左 

 その他 

定率法 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

その他 

同左 

その他 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、ソフトウェア（自

社利用）の減価償却方法は、

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によ

っております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率に基づき、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用 

に備えるため、当中間期末に至る 

１年間の完成工事高に対して実績 

による補償費の発生割合を乗じて 

将来の見積補償額を計上しており 

ます。 

完成工事補償引当金 

同左  

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当期の完成工事高

に対して実績による補償費の発生

割合を乗じて将来の見積補償額を

計上しております。 

  

 工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間会計期間末手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見

積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。  

 （追加情報） 

 手持工事のうち当中間会計期間

末において、新たに損失の発生が

見込まれる工事が発生したため、

損失見込額を工事損失引当金とし

て計上しております。 

 この結果、当中間会計期間にお

ける営業損失、経常損失及び税引

前中間純損失がそれぞれ63百万円

増加しております。 

工事損失引当金 

同左 

  

  

  

 

  

  

 ――――― 

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当事業年度末手持工事

のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もる

ことができる工事について、損失

見込額を計上しております。 

  

 （追加情報） 

 手持工事のうち当事業年度末に

おいて、新たに損失の発生が見込

まれる工事が発生したため、損失

見込額を工事損失引当金として計

上しております。 

 この結果、当事業年度における

営業損失、経常損失及び税引前当

期純損失がそれぞれ72百万円増加

しております。 

 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認

められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

――――― 

 （追加情報） 

 当社は、平成18年６月29日に開

催した定時株主総会において役員

退職慰労金制度の廃止並びに退職

慰労金の打ち切り支給案が承認さ

れました。これに伴い、当中間会

計期間に役員退職慰労引当金を全

額取り崩しております。なお、打

ち切り支給額の未払額は固定負債

の「その他」に計上しておりま

す。 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

 特別修繕引当金 

 船舶の定期検査費用の支出に備

えるため、修繕見積額に基づき計

上しております。 

特別修繕引当金 

同左 

特別修繕引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  原則として繰延ヘッジ処理に 

 よっております。なお、特例処 

 理の要件を満たす金利スワップ 

 は、特例処理によっておりま 

 す。  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  デリバティブ取引（金利スワ 

 ップ） 

 ヘッジ対象 

  相場変動等による損失の可能 

 性がある資産又は負債のうち、 

 相場変動等が評価に反映されて 

 いないもの及びキャッシュ・フ 

 ローが固定されその変動が回避 

 されるもの。 

③ヘッジ方針 

  主に当社の内規である「デリ 

 バティブ取扱規程」に基づき、 

 金利変動リスクをヘッジしてお 

 ります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキ 

 ャッシュ・フロー変動の累計と 

 ヘッジ手段の相場変動又はキャ 

 ッシュ・フロー変動の累計を比 

 較し、その変動額の比率によっ 

 て有効性を評価しております。 

  ただし、特例処理によってい 

 る金利スワップについては、有 

 効性の評価を省略しておりま 

 す。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

同左 

  

 ヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

同左 

  

 ヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成の基本とな

る重要な事項 

長期請負工事の収益計上基準 

  完成工事高の計上基準として工 

 事完成基準によっておりますが、

 長期大型（工期１年以上、請負金 

 額１億円以上）の工事については 

 工事進行基準によっております。 

長期請負工事の収益計上基準 

同左 

長期請負工事の収益計上基準 

同左 

  なお、工事進行基準によった完

成工事高は、2,442百万円でありま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、3,894百万円でありま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、4,766百万円でありま

す。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （会計処理の変更） 

 従来、「工期が１年以上かつ請

負金額が５億円以上」の工事につ

いて工事進行基準を適用しており

ましたが、当中間会計期間におけ

る新規受注工事より「工期が１年

以上かつ請負金額が１億円以上」

の工事に適用範囲を変更いたしま

した。この変更は近時の経済環境

の変化に伴い受注工事の請負金額

が従来に比べ小型化しており、今

後もその傾向が続くと見込まれる

ことから、期間損益計算の更なる

適正化を図るために行ったもので

あります。 

 この結果、従来の方法によった

場合と比較して、完成工事高は279

百万円増加し、売上総利益は20百

万円増加し、営業損失、経常損失

及び税引前中間純損失はそれぞれ

20百万円減少しております。 

 ―――――  （会計処理の変更） 

 従来、「工期が１年以上かつ請

負金額が５億円以上」の工事につ

いて工事進行基準を適用しており

ましたが、当事業年度における新

規受注工事より「工期が１年以上

かつ請負金額が１億円以上」の工

事に適用範囲を変更いたしまし

た。この変更は近時の経済環境の

変化に伴い受注工事の請負金額が

従来に比べ小型化しており、今後

もその傾向が続くと見込まれるこ

とから、期間損益計算の更なる適

正化を図るために行ったものであ

ります。 

 この結果、従来の方法によった

場合と比較して、完成工事高は538

百万円増加し、売上総利益は13百

万円増加し、営業損失、経常損失

及び税引前当期純損失はそれぞれ

13百万円減少しております。 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） ―――――  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前中間純損失

は、5百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。この変更は、同会計基準及び同

適用指針が当事業年度より適用されることに

なったことに伴うものであり、これにより税

引前当期純損失は、1,972百万円増加しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

―――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 ――――― 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は8,341百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

１．※４    

有形固定資産の減価償却累

計額 

7,783百万円 8,127百万円 7,970百万円

２．※２、※５、※６、※７、 

※９、※１０ 

担保資産 

 下記の資産は、短期借入金 

  687百万円（長期借入金よりの

振替分含む）及び長期借入金 

733百万円の担保に供しておりま

す。 

 下記の資産は、短期借入金 

  733百万円（長期借入金よりの

振替分含む）及び長期借入金 

725百万円の担保に供しておりま

す。 

 下記の資産は、短期借入金 

 767百万円（長期借入金よりの振

替分含む）及び長期借入金1,075 

百万円の担保に供しております。 

  販売用不動産 134百万円

 機械装置  106 

 土地  1,621 

 計  1,862 

 販売用不動産 54百万円

 機械装置  109 

 土地  607 

 計  771 

 販売用不動産 54百万円

 機械装置  96 

 土地  607 

 計  758 

  上記の他、工事履行保証保険に

係る担保として、投資その他の資

産その他（積立火災保険、積立労

災総合保険）542百万円を保証人

である保険会社の質権設定に供し

ております。 

 上記の他、工事履行保証保険に

係る担保として、投資その他の資

産その他（積立火災保険、積立労

災総合保険）301百万円を保証人

である保険会社の質権設定に供し

ております。 

 また、工事履行保証保険に係る

担保として、投資その他の資産そ

の他（積立火災保険、積立労災総

合保険）499百万円を保証人であ

る保険会社の質権設定に供してお

ります。 

３．偶発債務 

（保証債務） 

 下記の会社等の金融機関からの

借入金について保証を行っており

ます。 

 下記の会社等の金融機関からの

借入金について保証を行っており

ます。 

 下記の会社等の金融機関からの

借入金について保証を行っており

ます。 

 全国漁港・漁 
村振興漁業協 
同組合連合会 

      205百万円 

（保証総額） (1,026百万円)

全国漁港・漁
村振興漁業協 
同組合連合会 

      172百万円 

（保証総額） (864百万円)

全国漁港・漁 
村振興漁業協 
同組合連合会 

      172百万円 

（保証総額）  (864百万円) 

４．当座貸越契約  運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締

結しております。 

 当中間期末における当座貸越契

約及び貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は次のとおりで

あります。 

 運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行６行と当座貸越契約

を締結しております。 

  

 当中間期末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。 

 運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締

結しております。 

 当期末における当座貸越契約及

び貸出コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおりであり

ます。 

 当座貸越極度

額及び貸出コ

ミットメント

の総額 

2,700百万円 

借入実行残高 1,200 

差引額 1,500 

当座貸越極度

額 
2,400百万円 

借入実行残高 1,200 

差引額 1,200 

当座貸越極度

額及び貸出コ

ミットメント

の総額 

2,700百万円 

借入実行残高 1,200 

差引額 1,500 

 



（中間損益計算書関係） 

 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

５．※１、※８ 

  中間期末（期末）日満期手形 

―――――  中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。  

 受取手形    23百万円 

 支払手形     380百万円 

――――― 

６．※３ 

消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ流動資産「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 同左 ―――――― 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．※１    

特別利益のうち重要なものは次

のとおりであります。 

   

貸倒引当金戻入額    11百万円      17百万円    1百万円 

固定資産売却益 － －     6百万円 

      （機械装置      6） 

特別修繕引当金戻入益 －     3百万円 － 

投資有価証券売却益    1百万円 －     1百万円 

※２    

特別損失のうち重要なものは次

のとおりであります。 

   

貸倒引当金繰入額 

投資有価証券売却損 

投資有価証券評価損 

減損損失 

販売用不動産評価損 

固定資産除売却損 

2百万円

－ 

 0百万円

5百万円

－ 

1百万円

（機械装置       0   

その他         0)  

－ 

－ 

 20百万円

－ 

－ 

 1百万円

（機械装置        0   

 その他        1） 

－ 

 14百万円

0百万円

 1,972百万円

86百万円

  16百万円

（機械装置       13   

   その他          3） 

２．過去一年間の売上高  当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ下

半期に完成する工事の割合が大

きいため、事業年度の上半期の

売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があ

ります。 

 当中間期末に至る一年間の売

上高は次のとおりであります。 

同左 ――――― 

前事業年度下半期 

当中間期 

計 

17,817百万円

8,829 

26,646 

18,575百万円

8,798 

27,374 

――――― 

３．減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

195百万円

4 

186百万円

3 

411百万円

8 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．減損損失 ――――― ―――――  当期において、当社は以下の

資産グループについて減損損失

を計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円)

 東京都(本

社) 
共用資産  

土地及び

建物  
699

 神奈川県

(東京支店) 
共用資産  建物  131

 千葉県(地

盤改良事業) 

事業用資

産  

土地及び

建物  
1,033

 千葉県(地

盤改良事業) 
遊休資産  

機械装

置  
5

 茨城県(東

京支店) 
共用資産  

土地及び

建物  
21

 大阪府(大

阪支店) 
共用資産  

土地及び

建物  
52

 福岡県(九

州支店) 
共用資産  

土地及び

建物  
29

    当社は、継続的に収支の把握

を行っている管理会計上の区分

(全社・支店、事業及びその他)

を単位として、遊休資産は個別

の物件ごとに、共用資産は全

社、支店及び事業ごとにグルー

ピングしております。グルーピ

ングの単位である支店、事業及

びその他においては、減損の兆

候がありませんでしたが、共用

資産である本社及び事業用資産

である千葉県の作業基地におけ

る地価が大幅に下落し、本社を

含むより大きな単位では、下記

の資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減

損損失(1,972百万円)として特別

損失に計上しました。 

 この減損損失は下期に計上し

ましたが、政府建設投資の減少

傾向は今後も続くと予想され、

更には入札制度の改革により企

業間競争の高まりなど当下期に

当社を取り巻く環境が変化する

中で、当期末において、通期の

業績悪化を受け、将来キャッシ

ュ・フローを見直した結果、減

損の認識の要否の判断につい

て、将来キャッシュ・フローが

固定資産の簿価を下回ることに

なったため、減損損失を計上し

たものです。 

    その内訳は、本社699百万円

(内、土地547百万円、建物152百

万円)、地盤改良事業1,038百万

円(内、土地1,013百万円、建物

19百万円、機械装置5百万円）、

東京支店152百万円(内、土地2百

万円、建物150百万円)、大阪支

店52百万円(内、土地42百万円、

建物10百万円)、及び九州支店29

百万円(内、土地6百万円、建物

22百万円)であります。 

 



      （中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,560株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

     なお、当該資産グループの

回収可能価額は、正味売却価額

と使用価値のいずれか高い価額

を使用しております。また、正

味売却価額は、帳簿価額に重要

性のあるものについては不動産

鑑定評価額を使用し、使用価値

は、将来キャッシュ・フローを

4.0%で割引いて算定しておりま

す。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 3,013 2,560 － 5,573 

合計 3,013 2,560 － 5,573 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引（借主側） 

 １．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額及び中間末

残高相当額 

 １．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額及び中間末

残高相当額 

 １．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額及び期末残高相

当額 

 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

262 118 144 

船舶 57 27 30 

その他 21 14 6 

合計 341 159 182 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

163 67 96 

船舶 20 1 18 

その他 17 9 8 

合計 201 77 123 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装
置 

184 53 131 

船舶 57 46 11 

その他 20 9 11 

合計 263 109 154 

  ２．未経過リース料中間末残高相

当額 

１年内 100百万円 

１年超 82 

合計 182 

 ２．未経過リース料中間末残高相

当額 

１年内 66百万円 

１年超 57 

合計 124 

 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 78百万円 

１年超 76 

合計 155 

  ３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 ３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 72百万円 

 減価償却費相当額 70百万円 

 支払利息相当額 1百万円 

 支払リース料 51百万円 

 減価償却費相当額 50百万円 

 支払利息相当額 1百万円 

 支払リース料 136百万円 

 減価償却費相当額 133百万円 

 支払利息相当額 2百万円 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分は、利息法によっ

ております。 

 ５．利息相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

同左 

  ６．減損損失について 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

 ６．減損損失について 

同左 

 ６．減損損失について 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,402.60円 

１株当たり中間純損失 65.33円 

１株当たり純資産額 1,084.10円 

１株当たり中間純損失 28.96円 

１株当たり純資産額 1,134.69円 

１株当たり当期純損失 348.87円 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 

については、１株当たり中間純損失であり、 

また、潜在株式が存在しないため記載してお 

りません。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純損失 （百万円） 502 222 2,685 

普通株主に帰属しな  （百万円） 

い金額 
－ － － 

普通株式に係る中間  （百万円） 

（当期）純損失 
502 222 2,685 

期中平均株式数    （株） 7,697,827 7,695,497 7,697,647 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第29期）（自 平成17年４月１日至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

国 土 総 合 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている国土総合建設株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、国土総合建設株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４（６）に記載されているとおり、会社は工事進行基準を適用する工事の範

囲を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 廣 川 朝 海 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

国 土 総 合 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている国土総合建設株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、国

土総合建設株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士朝倉敏守との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 孫   延 生 

      

有楽町公認会計士共同事務所 
  

  公認会計士 朝 倉 敏 守 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

国 土 総 合 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている国土総合建設株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、国土総

合建設株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項６に記載されているとおり、会社は工事進行基準を適用する工事の範囲を変更し

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 廣 川 朝 海 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

国 土 総 合 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている国土総合建設株式会

社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３０期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、国土総合建

設株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士朝倉敏守との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 慎 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 孫   延 生 

      

有楽町公認会計士共同事務所 
  

  公認会計士 朝 倉 敏 守 
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